
Ⅰ．はじめに

食料の安定供給を確保することは，人々が生き

ていく上で必要不可欠であり，社会の安定にも関

係している。近年，我が国では食料自給率に関心

が持たれるようになり，食料自給率の向上を目指

す取り組みがなされている。食料自給率とは，国

内の食料消費が国内生産でどの程度賄われている

かを示す指標であり，一般的に用いられているの

は供給カロリーベースの総合食料自給率１）であ

る。他の総合食料自給率としては，生産額ベース１）

の食料自給率がある。我が国のカロリーベースに

よる総合食料自給率の動向は，「昭和４０年度（１９６５

年度）には７３％であったが，昭和６０年度（１９８５年

度）の５３％から大きく低下」２）し，「平成１９年度

（２００７年度）には４０％に低下した。平成２０年度は

４１％」３）とわずかに改善しているが，この数値は

主な先進国である「アメリカ１２８％，フランス

１２２％，ドイツ８４％，イギリス７０％，スイス４９％，

イタリア６２％」２），４）と比較すると最低の水準とい

える。「食料自給率を向上することは，食料の安

定供給をはじめ関連産業の生産・雇用の増加を通

じた国民経済の面，農地の保全等を通じた多面的

機能の面，フード・マイレージの減少等を通じた

環境の面等で様々な便益がもたらされる」２）た

め，農林水産省では総合食料自給率を「平成３２年
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概 要

我が国の食料自給率は，近年４０％前後で推移しており先進国の中では最も低い値となってい

る。食料の多くを海外に依存することは，大規模な自然災害，紛争等の有事，生産国の環境破

壊等問題が多く，将来的には食料確保への不安定要因が種々あげられている。そこで，国産食

材や地産地消に積極的な幼稚園給食における食料自給率と地産地消の状況を明らかにし，食料

自給率を高める方策を見いだすことを目的とした。

対象園の給食における主食の種類（米飯食と非米飯食）と主菜の種類（魚介類食と非魚介類

食）による供給カロリーベースの食料自給率は，米飯食と魚介類食がいずれの月も高い結果で

あった。食品数による地産地消の割合は，全食品数の約１割が県内産の食品を使用していた。

食料自給率を上げるには，主食には米飯を用い，主菜には魚介類を取り入れ，油脂を多用し

ない調理法を用いるといった従来からの日本型食生活が有効であると考えられた。また，加工

品であっても原産地の特定されているものを使用することで自給率を上げることができるとい

えた。
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度（２０２０年度）までに供給カロリーベースで

５０％，生産額ベースで７０％を目標」２）としてい

る。一般的な供給カロリーベースだけではなく，

生産額ベースの自給率も目標設定された理由とし

ては，「野菜や果実は一般的にカロリーが低いこ

とや，畜産物の飼育は輸入飼料によって賄われて

いることから供給カロリーベースが低くなるの

で，国内生産動向を適切にとらえる指標として生

産額ベースの自給率を有用としている」５）からで

ある。なお，農林水産省が発表している，『都道

府県別食料自給率の推移』によると，山梨県の平

成２０年度（概算値）の総合食料自給率は，「カロ

リーベースで１９％，生産額ベースで８４％」６）と

なっている。

「地産地消とは，地域内で生産されたものを，

その地域で消費する運動のことである。全国の地

方自治体では地産地消を主要な事業と位置づけ，

地場農産物の生産拡大と地域内流通を推進してい

る。小中学校の学校給食においても，できるだけ

地場産または県内産の農畜産物を利用する運動に

取り組んでいる。」７）また，地産地消を推進するこ

とは食料自給率の上昇のほかに，その地域の文化

や郷土食の伝承，「流通コストの削減，顔の見え

る関係による安心し納得できる食物の購入等が可

能」７）となる。

岡崎らの『学校給食献立におけるコメ及び魚介

類の有無と食料自給率，PFC比率，食品群別使

用量の実態』によると，東京都，神戸市，新潟市，

青森市，大津市を対象とした学校給食における食

料自給率については，「いずれの地域も主食が米

飯給食の時の食料自給率が，米飯給食以外の時よ

りも有意に高かった。」「副食のみの食料自給率で

は，魚介類が主菜である献立の方が魚介類以外の

食品を主菜とした献立よりも有意に高かった」８）

といった結果が述べられている。

これを基に，今回は国産の食品の積極的な使用

を心がけているという某幼稚園の給食の献立か

ら，供給カロリーベースと金額ベースの食料自給

率を算出し，季節による違い，主食や主菜の種類

による違いについて比較検討を行なうこととし

た。また，国内食料自給率を高める効果のある地

産地消についても，合わせて検討を行なった。

Ⅱ．方法

１．調査対象

Y大学に併設されているY附属幼稚園を対象

とした。対象園では常勤の管理栄養士が献立を作

成しており，使用食品の発注にあたっては，国産

及び地産地消に配慮が行われている。また，地産

地消の食育の一環として，幼稚園の農園（ファー

ム）で子供達が野菜を育て，収穫した野菜を給食

に取り入れている。Y附属幼稚園の給食施設で

は，Y附属小学校の給食も併せて作成しており，

平成２１年度の園児及び児童の給食数は１日当たり

幼稚園が約３２０食，小学校では約３８０食であった。

献立は，週に１～２回の頻度で主食をパン類及び

麺類としており，週３回以上は主食がご飯の献立

であった。なお，幼稚園と小学校では献立内容に

違いがあるため，今回は献立作成の基本となって

いる幼稚園年中組（４～５歳）の献立を調査対象

とした。

２．調査内容

平成２１年度の春夏秋冬にあたる４月，７月，１０

月，１月の計４ヶ月分のY附属幼稚園の献立，

納品書，調理指示書を基に，園児１人当たりの食

品重量及び金額を割り出し，そこから各月ごとの

供給カロリーベースの食料自給率と金額ベースの

食料自給率，地産地消の割合を算出した。算出さ

れた数値の比較は，主食が米飯の献立（以下「米

飯食」という）と米飯以外（以下「非米飯食」と

いう）の献立，主菜については魚介類を使った料

理（以下「魚介類食」という）と魚介類以外の食

品を主菜とする料理（以下「非魚介類食」とい

う）について行なった。なお，Y附属幼稚園では

アレルギーを持つ園児には，適宜代替品を用いて

対処しているが，今回の調査ではアレルギーを持

つ園児が少数であったため，代替品を使用した給

食は計算から除いた。また，地産地消は「地域内

で生産されたものを，その地域で消費する運

動」９）のことであるが，今回は山梨県内産の食品

であれば地域内で生産されたものとして扱った。

３．調査方法

� 食料自給率の算出

供給カロリーベースの食料自給率は，“平成１７

年度食料自給早見ソフト“（農林水産省作成：
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http : //www.kandou.maff.go.jp/www/anpo/sub

66.htm）を用いて算出した。このソフトは食事の

献立や調理品目，食品を選択すれば，自動的にそ

の供給カロリーベースの自給率，摂取エネル

ギー，国産エネルギーを算出することができる。

約３００品目の食品を選択することが可能である

が，自給率のデータが無い食品に関しては，自給

率のデータがある食品に類似する食品で代用し

た。また，食料自給率早見ソフトに無い加工品等

に関してはレシピを作成し，原材料と重量を求

め，それをもとに自給率を算出した。さらにこの

ソフトでは，食品の産地の選択が日本，国外，ブ

レンド，不明の４つからできており，選択肢に

よって供給カロリーベースの食料自給率の数値が

変化してくる。国内産の食品を日本，国内産以外

の食品を国外とし，加工品等の原材料が特定でき

ない食品の場合は不明を選択し，平均供給カロ

リー自給率（国内で一般的に出回っている国産品

の割合）を用いた。

金額ベースの食料自給率は，食品ごとの購入金

額を割り出し，国産の食品とそれ以外の食品に分

けて求めた。

� 地産地消の割合の算出

地産地消の割合は，食品数と重量について検討

した。食品数については，山梨県産の食品数（調

味料を除く）とそれ以外の産地の食品数（調味料

を除く）に分けて求めた。なお，重量による地産

地消の割合は，野菜類と果実類についてのみ行

なった。

� 検定

一元配置分散分析と多重比較分析，t検定につ

いてはエクセル検定２００６（㈱社会情報サービス，

東京）を用い，有意水準はそれぞれ５％未満とし

た。

Ⅲ．結果及び考察

１．供給カロリーベースの食料自給率

� 月別供給カロリーベース自給率の比較

表１ 月別供給カロリーベース自給率の比較

４月
（n＝９）

７月
（n＝１２）

１０月
（n＝１６）

１月
（n＝１２）

日
供給
カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

１６ ３９８ １２１ ３０ ２ ４０６ ２５４ ６３ ２ ４９７ ３１０ ６２ １３ ４４５ ３２０ ７２

１７ ４４２ ２４３ ５５ ３ ４２２ ３００ ７１ ５ ４５１ １７４ ３９ １４ ４６０ １７７ ３９

２０ ５３９ ４１１ ７６ ６ ４３４ ２５８ ５９ ６ ４７８ ２８０ ５９ １５ ４４７ ２６９ ６０

２１ ４１２ １５２ ３７ ７ ３６７ ９８ ２７ ７ ４３２ １４２ ３３ １８ ４６４ ２９７ ６４

２２ ５３０ ２８１ ５３ ８ ４２２ １２８ ３０ １４ ３９７ ２６９ ６８ １９ ４０７ １４９ ３７

２３ ４４２ １１８ ２７ ９ ３９３ ２２９ ５８ １５ ４４５ １５６ ３５ ２０ ５１０ ２７７ ５４

２４ ４４９ ２４５ ５５ １０ ４６２ ２５７ ５６ １６ ４７６ ２６８ ５６ ２１ ４４１ １３９ ３２

２７ ４６７ ２６７ ５７ １３ ４３６ ２４３ ５６ １９ ４０９ ２２４ ５５ ２２ ４１７ ２２０ ５３

２８ ３６５ １３３ ３７ １４ ４４２ ９８ ２２ ２０ ４８９ １１３ ２３ ２５ ４５１ ２７８ ６２

１５ ４３３ １３４ ３１ ２１ ４４８ ２３１ ５２ ２６ ４９８ １４７ ３０

１６ ３５８ ２０８ ５８ ２２ ４６６ １３５ ２９ ２７ ３６６ ２１１ ５８

１７ ４６８ ２４１ ５２ ２６ ５２４ ３０６ ５８ ２８ ４９２ １３７ ２８

２７ ４２８ １３７ ３２

２８ ３７１ ２５４ ６８

２９ ４１５ １４９ ３６

３０ ４７０ ２９７ ６３

平均 ４４９．３ ２１９．０ ４７．４ 平均 ４２０．３ ２０４．０ ４８．６ 平均 ４４９．８ ２１５．３ ４８．０ 平均 ４４９．８ ２１８．４ ４９．１

標準
偏差

５７．１ ９７．４ １５．８
標準
偏差

３４．１ ７０．１ １６．４
標準
偏差

４０．１ ７０．０ １５．１
標準
偏差

４０．５ ６７．９ １５．１
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各月の供給カロリーベース自給率は表１・図１

の通りである。各月の平均値は，４月が４７．４±

１５．８％，７月が４８．６±１６．４％，１０月が４８．０±１５．１％，

１月が４９．１±１５．１％であり，季節により有意な差

はみられなかった。これは，自給率に影響する主

な食品が，米などの穀類と肉，魚，卵，乳類など

の動物性食品，油脂類等であり，これらの食品は

季節にかかわりなく使用されることによると考え

られた。また，対象園の給食における供給カロ

リー自給率は，平成２０年度の我が国の総合食料自

給率４１％，山梨県の総合食料自給率１９％に比べ，

全ての月において上回っており，国産食品の使用

に配慮している結果であると思われた。

� 米飯食と非米飯食による供給カロリーベース

自給率の比較

主食の種類により供給カロリーベース自給率を

比較したものが表２・図２である。米飯食の平均

値は，４月が５９．２±９．５％，７月が５９．１±５．７％，

１０月が６０．１±５．６％，１月が６０．４±６．５％，一方，

非米飯食の平均値は，４月が３２．８±５．１％，７月

が２７．５±４．０％，１０月が３２．４±５．２％，１月が３３．２

±４．７％であった。両者の差は，４月が２６．４％，

７月が３１．６％，１０月が２６．１％，１月が２７．２％であ

り，いずれの月についても米飯食の食料自給率が

有意に高いという結果であった（いずれも p＜

０．００１）。米は１００％国産のものであり，パン・麺

類については，加工する工程は主に国内である

が，原材料となる小麦粉はほとんどが国外のもの

であり，この結果は予想した通りであった。ま

た，前述の「学校給食献立におけるコメ及び魚介

類の有無と食料自給率，PFC比率，食品群別使

表２ 米飯食と非米飯食による供給カロリーベース自給率の比較

４月

米飯食
（n＝５）

非米飯食
（n＝４）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

１７ ４４２ ２４３ ５５ １６ ３９８ １２１ ３０
２０ ５３９ ４１１ ７６ ２１ ４１２ １５２ ３７
２２ ５３０ ２８１ ５３ ２３ ４４２ １１８ ２７
２４ ４４９ ２４５ ５５ ２８ ３６５ １３３ ３７
２７ ４６７ ２６７ ５７
平均 ４８５．４ ２８９．４ ５９．２ 平均 ４０４．３ １３１．０ ３２．８
標準
偏差

４５．９ ６９．８ ９．５
標準
偏差

３２．０ １５．４ ５．１

７月

米飯食
（n＝８）

非米飯食
（n＝４）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

２ ４０６ ２５４ ６３ ７ ３６７ ９８ ２７
３ ４２２ ３００ ７１ ８ ４２２ １２８ ３０
６ ４３４ ２５８ ５９ １４ ４４２ ９８ ２２
９ ３９３ ２２９ ５８ １５ ４３３ １３４ ３１
１０ ４６２ ２５７ ５６
１３ ４３６ ２４３ ５６
１６ ３５８ ２０８ ５８
１７ ４６８ ２４１ ５２
平均 ４２２．４ ２４８．８ ５９．１ 平均 ４１６．０ １１４．５ ２７．５
標準
偏差

３６．３ ２６．６ ５．７
標準
偏差

３３．７ １９．２ ４．０

図１ 月別供給カロリーベース自給率
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用量の実態」８）による米飯食における食料自給率

は，新 潟 市（６１．９±７．６％），青 森 市（６３．８±

７．１％），神戸市（６４．２±７．３％），新宿区（６１．４±

９．１％），世田谷区（６４．７±６．６％），大田区（６２．２

±５．５％），大津市（６５．１±７．９％）の値に比べ，

幼稚園給食の平均値は５９．７±６．８％であり低いこ

とがわかった。

� 魚介類食と非魚介類食による供給カロリー

ベース自給率の比較

主菜のみで供給カロリーベース自給率を算出し

た結果，主菜が魚介類食の平均自給率は，４月が

３９．３±５１．０％，７月が３１．８±４０．８％，１０月が３７．７

±３５．６％，１月が３９．７±３１．９％で，非魚介類食の

平均自給率は，４月が２２．０±１６．７％，７月が２５．４

１０月

米飯食
（n＝９）

非米飯食
（n＝７）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

２ ４９７ ３１０ ６２ ５ ４５１ １７４ ３９
６ ４７８ ２８０ ５９ ７ ４３２ １４２ ３３
１４ ３９７ ２６９ ６８ １５ ４４５ １５６ ３５
１６ ４７６ ２６８ ５６ ２０ ４８９ １１３ ２３
１９ ４０９ ２２４ ５５ ２２ ４６６ １３５ ２９
２１ ４４８ ２３１ ５２ ２７ ４２８ １３７ ３２
２６ ５２４ ３０６ ５８ ２９ ４１５ １４９ ３６
２８ ３７１ ２５４ ６８
３０ ４７０ ２９７ ６３
平均 ４５２．２ ２７１．０ ６０．１ 平均 ４４６．６ １４３．７ ３２．４
標準
偏差

５０．３ ３０．９ ５．６
標準
偏差

２５．０ １９．０ ５．２

１月

米飯食
（n＝７）

非米飯食
（n＝５）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

１３ ４４５ ３２０ ７２ １４ ４６０ １７７ ３９
１５ ４４７ ２６９ ６０ １９ ４０７ １４９ ３７
１８ ４６４ ２９７ ６４ ２１ ４４１ １３９ ３２
２０ ５１０ ２７７ ５４ ２６ ４９８ １４７ ３０
２２ ４１７ ２２０ ５３ ２８ ４９２ １３７ ２８
２５ ４５１ ２７８ ６２
２７ ３６６ ２１１ ５８
平均 ４４２．９ ２６７．４ ６０．４ 平均 ４５９．６ １４９．８ ３３．２
標準
偏差

４４．０ ３９．３ ６．５
標準
偏差

３７．５ １６．０ ４．７

図２ 米飯食と非米飯食による供給カロリーベース
自給率

図３ 魚介類食と非魚介類食による供給カロリー
ベース自給率
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表３ 魚介類食と非魚介類食による供給カロリーベース自給率の比較

４月

魚介類食
（n＝３）

非魚介類食
（n＝６）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

２０ １４１ １３６ ９７ １６ ７１ ０ ０
２２ ９９ ２１ ２１ １７ ８５ ８ １０
２４ ４７ ０ ０ ２１ ８０ ２７ ３５

２３ ８２ １１ １３
２７ １２６ ４０ ３１
２８ ８９ ３８ ４３

平均 ９５．７ ５２．３ ３９．３ 平均 ８８．８ ２０．７ ２２．０
標準
偏差

４７．１ ７３．２ ５１．０
標準
偏差

１９．２ １６．７ １６．７

７月

魚介類食
（n＝５）

非魚介類食
（n＝７）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

３ ５３ ５３ １００ ２ ８９ ２３ ２６
７ ８８ ３１ ３５ ６ ９１ ２４ ２６
９ ２５ ０ ０ ８ ９７ ２６ ２７
１４ ９９ ２１ ２２ １０ １８１ ２９ １６
１５ １００ ２ ２ １３ ９３ ２０ ２２

１６ ２７ １３ ５０
１７ １２０ １３ １１

平均 ７３．０ ２１．４ ３１．８ 平均 ９９．７ ２１．１ ２５．４
標準
偏差

３２．９ ２１．９ ４０．８
標準
偏差

４５．７ ６．２ １２．４

１０月

魚介類食
（n＝６）

非魚介類食
（n＝１０）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

７ １１３ ２８ ２４ ２ ８６ １１ １３
１４ ２８ ２８ １００ ５ ４４ ６ １３
１６ １０３ ２０ ２５ ６ １０５ ２３ ２２
１９ ２７ ０ ０ １５ ８３ ２７ ３３
２２ １３６ ２７ ２０ ２０ ７１ ４ ６
２８ ６０ ３４ ５７ ２１ ８２ １１ １３

２６ ６１ １０ １７
２７ ８０ ２３ ２８
２９ ９１ ３１ ３５
３０ ７６ ２１ ２８

平均 ７７．８ ２２．８ ３７．７ 平均 ７７．９ １６．７ ２０．８
標準
偏差

４６．１ １２．０ ３５．６
標準
偏差

１６．７ ９．４ ９．８

１月

魚介類食
（n＝６）

非魚介類食
（n＝６）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

日
供給

カロリー
（kcal）

国産
カロリー
（kcal）

自給率
（％）

１３ ７７ ６３ ８１ １４ １１２ ３１ ２８
１８ ２７ ０ ０ １５ ８０ ２４ ３１
１９ ７３ ２６ ３６ ２０ １３１ ２７ ２１
２５ ４６ １０ ２２ ２１ １０１ １９ １８
２６ １１３ ２８ ２４ ２２ ９７ １６ １６
２７ ４８ ３６ ７５ ２８ ９７ ２３ ２３
平均 ６４．０ ２７．２ ３９．７ 平均 １０３．０ ２３．３ ２２．８
標準
偏差

３０．３ ２１．９ ３１．９
標準
偏差

１７．１ ５．４ ５．８
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±１２．４％，１０月が２０．８±９．８％，１月が２２．８±５．８％

であった。いずれの月も主菜に魚介類を使った料

理の自給率が高い傾向がみられた（表３・図

３）。この理由としては，非魚介類食の算出法が

原因していることがあげられる。非魚介類食とは

肉料理や卵料理のことを指しているが，畜産物の

自給率を算出するには，たとえ国内で飼育された

国産の畜産物であっても，飼料は輸入されている

ため，供給カロリー自給率の算出にあたっては，

輸入された飼料分の値が考慮されている。この計

算には畜種別の飼料自給率が使用され，「豚肉の

飼料自給率は１１％，鶏卵１１％，牛肉２８％，牛乳・

乳製品４１％」１）と決められている。そのため，非

魚介類食の食料自給率は，たとえ国内飼育のもの

であったとしても必然的に低くなっていたといえ

る。次に，魚介類食は平均供給カロリー自給率が

高いことがあげられる。今回の給食献立では，魚

介類を使った主菜はほとんど加工品で発注されて

おり，原産地が不明のものが多かった。そのた

め，国外産では自給率０％であるが，それ以外は

全て平均供給カロリー自給率（国内で一般的に出

回っている国産品の割合）を用いたため，高い値

になったといえる。また，魚介類食の日の自給率

は最高値が１００％，最低値が０％と大きく差があ

ることもわかった。魚介類食の日の自給率が０％

である料理は，いずれも焼きししゃもが主菜で

あった。今回使用されたししゃもの原産地はベト

ナムであり，調理に使用する調味料も無いことか

ら，自給率が０％となっていた。一方，自給率が

１００％のものは，原産地が国産と確定しているも

の，または平均供給カロリー自給率が１００％のも

のを使用している場合であった。

献立が同じ竜田揚げでも魚の種類によって自給

率に大きな差が出ていた。例えば，７月７日と７

月１４日は同じ竜田揚げであるが，７日はアジを，

１４日はカジキをどちらも３０g使用している（例

１）。いずれも産地が不明なため平均供給カロ

リー自給率を使用しているが，アジの国産カロ

リー自給率は７５％であるのに対し，カジキは３６％

である。このため，同じ調理方法でも魚の種類に

例１ 魚の種類によるカロリーベース自給率の比較

月日 献立名
食品名 食品重量

１００g当たり
のエネルギー

国産カロ
リー自給
率

国内平均
自給率

国産カロ
リー

供給カロ
リー

カロリーベー
ス自給率

単位 （g） （kcal） （％） （％） （kcal） （kcal） （％）

７月７日 アジの竜田揚げ アジ ３０ １２１ ７５ ７５ ２７ ３６

塩 ０．１ ０ ８５ ８５ ０ ０

こしょう ０．０３ ３６４ ０ ０ ０ ０

酒 ０．４ １０７ ９５ ９５ ０ ０

砂糖 ０．７ ３８４ ３４ ３４ １ ３

しょうゆ １．２ ７１ ０ ０ ０ １

片栗粉 ６ ３３０ １２ １２ ２ ２０

油 ３ ９２１ ０ ０ ０ ２８

３１ ８８ ３５

７月１４日 カジキの竜田揚げ カジキ ３０ １５９ ３６ ３６ １７ ４８

塩 ０．１ ０ ８５ ８５ ０ ０

こしょう ０．０３ ３６４ ０ ０ ０ ０

酒 ０．４ １０７ ９５ ９５ ０ ０

砂糖 ０．７ ３８４ ３４ ３４ １ ３

しょうゆ １．２ ７１ ０ ０ ０ １

片栗粉 ６ ３３０ １２ １２ ２ ２０

油 ３ ９２１ ０ ０ ０ ２８

２１ ９９ ２１
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より自給率に大きな差が出ていた。同様に，同じ

種類の魚を使用しても，調理方法が違えば自給率

は変わる。１月１９日のアジフライと１月２７日のア

ジの一夜干しはどちらもアジを使用しているが，

主菜のみの自給率で比較してみると，アジフライ

の自給率は３６％，アジの一夜干しの自給率は７５％

であることがわかる（例２）。アジフライと同様

に，油を使って揚げる調理法である７月７日のア

ジの竜田揚げの自給率も３５％と低いことから，油

を使用することにより供給カロリー自給率が大き

く低下することがわかった。特に揚げ物は食品に

対する吸油率が高いため，自給率を低下させやす

い献立であるといえた。この結果から，国産で手

に入りやすい種類の魚を使用することや，揚げ物

の頻度を減らすことが，自給率をより高くすると

いえた。また，献立の主菜となる主なたんぱく質

源の食品には，魚介類より肉類や卵等の魚介類以

外の食品が多く使用されていた。これは，『主菜

に魚介類を用いた方が子供達の残食が多い』と献

立作成者の管理栄養士が言っていたことから，主

菜には魚介類以外の肉類等を使用する頻度が多く

なったと考えられた。しかし，食料自給率を高く

するには，魚介類の使用を増やすことであり，調

理法や調味の工夫により残食を少なくする配慮が

必要であるといえた。また，前述の「学校給食献

立におけるコメ及び魚介類の有無と食料自給率，

PFC比率，食品群別使用量の実態」による魚介

類を主菜とした食料自給率は，新潟市（４１．１±

８．６％），青森市（５５．９±５．８％），神戸市（３８．８±

８．６％），新 宿 区（４０．３±１０．３％），世 田 谷 区

（４２．０±８．８％），大田区（４２．０±８．８％），大津市

（４６．４±１１．３％）に比べ，対象園の自給率（３７．１

±３９．８％）が最も低いことがわかった。これは，

文献結果の多くの地域が海に面しているため魚介

類の使用頻度が高く，また，魚介類の原産地が明

確にされていたという点で，対象園との差がでた

のではないかと推察された。

２．金額ベースの食料自給率

� 月別・米飯食と非米飯食・魚介類食と非魚介

類食による金額ベースの食料自給率の比較

月別による金額ベースの食料自給率は，表４の

通りである。各月の平均値は，４月が５７．６±

例２ 調理法によるカロリーベース自給率の比較

月日 献立名
食品名 食品重量

１００g当たり
のエネルギー

国産カロ
リー自給
率

国内平均
自給率

国産カロ
リー

供給カロ
リー

カロリーベー
ス自給率

単位 （g） （kcal） （％） （％） （kcal） （kcal） （％）

７月７日 アジの竜田揚げ アジ ３０ １２１ ７５ ７５ ２７ ３６

塩 ０．１ ０ ８５ ８５ ０ ０

こしょう ０．０３ ３６４ ０ ０ ０ ０

酒 ０．４ １０７ ９５ ９５ ０ ０

砂糖 ０．７ ３８４ ３４ ３４ １ ３

しょうゆ １．２ ７１ ０ ０ ０ １

片栗粉 ６ ３３０ １２ １２ ２ ２０

油 ３ ９２１ ０ ０ ０ ２８

３１ ８８ ３５

１月１９日 アジフライ アジ ３０ １２１ ７５ ７５ ２５ ３３

小麦粉 １．４ ３６８ １３ １３ １ ５

パン粉 ２．７ ３７３ １３ １３ １ １０

なたね油 ２．７ ９２１ ０ ０ ０ ２５

２６ ７３ ３６

１月２７日 アジの一夜干し アジ ４０ １２１ ７５ ７５ ３６ ４８

塩 ０．４ ０ ８５ ８５ ０ ０

３６ ４８ ７５
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１７．７％，７月が６１．６±１８．６％，１０月が６１．５±１５．６％，

１月が６７．２±１６．９％と有意な差はみられなかっ

た。しかし，供給カロリー自給率と違い，冬にあ

たる１月の自給率が他の月に比べやや高い傾向に

あった。金額ベースの食料自給率では，穀類や動

物性食品以外の食品でも自給率に反映されるた

め，特に使用量の多い野菜類による影響が考えら

れた。すなわち，冬は国内産ではハウス栽培が多

くなるため，野菜の値段が上がったことが，金額

ベースの食料自給率を上昇させたのではないかと

推測された。また対象園は，国内総合食料自給率

（生産額ベース）である６５％に近い値であるが，

山梨県の８４％に比べ低い値であった。

主食が米飯食である献立の自給率は，４月が

５３．９±２３．３％，７月が６８．７±１８．１％，１０月が６６．２

±１５．２％，１月が６７．１±１８．２％であった。一方，

非米飯食の自給率は，４月が６２．２±８．０％，７月が

４７．３±９．９％，１０月が５５．５±１４．９％，１月が６７．３±

１６．９％で，７月については米飯食と非米飯食で有

意な差がみられた（p＜０．０５）。この結果は，非

米飯食の日に原産地が不明な食品（七夕ゼリー）

が使われていたことが，両群に差がみられた原因

であると考えられた。また，４月の米飯食の自給

率は５０％台と他の月に比べ，低いことがわかっ

た。これは，原産地が不明な食品（りんごジュー

ス）と海外のもの（エビフライ）が使われ，総額

に占める割合が大きかったことから，４月の金額

ベースの食料自給率を下げる原因となっていたと

いえた。

主菜が魚介類食の平均自給率は，４月が３０．９±

５３．５％，７月が２０．０±４４．７％，１０月と１月が０．０

±０．０％であり，非魚介類食の平均自給率は，４

月が５８．１±４５．４％，７月が５４．１±２３．６％，１０月が

７１．０±２９．４％，１月が７３．０±２５．２％であった。全

ての月において非魚介類食の自給率が高いことが

わかった。これは，主菜が魚介類食である日の自

給率がほとんど０％であることが原因していると

考えられた。金額ベースの自給率では，国内で一

般的に出回っている国産品の割合である平均値が

設定されていないため，原産地が国内以外の食品

は全て自給率が０％になってしまう。また，魚介

類を使った主菜は他の食品と組み合わされること

がなく，焼き魚等の単品で提供されることから，

他の食品による自給率の影響がほとんどない。一

方，魚介類以外の料理は，野菜等の他の食品を用

いることが多いため，全体的に金額ベースの食料

自給率が高くなったと考えられた。

３．食品数及び重量による地産地消の割合

� 食品数による地産地消の割合

食品数による地産地消の割合は表５の通りであ

る。各月の平均は，４月が１２．３±９．８％，７月が

１４．８±８．６％，１０月が１２．４±８．２％，１月が９．８±

４．１％であり，各月共に１割程度県内産の食品を

使用していることがわかった。全食品の中でも，

出現頻度の高かった県内産の食品は，肉類が３２．５

±２８．８％，野菜類が２１．３±１０．０％，きのこ類が

３１．０±２６．４％で，いずれの食品も２～３割は県内

産のものであった（表６）。山梨県産の野菜は，

きゅうりや玉ねぎ，トマト，なす等春から夏にと

れるものが多いため，４月，７月は地産地消の割

合が高くなったと考えられた。きのこ類は秋以降

使用量が増加している。きのこ類ではしいたけの

みが山梨県産の食品となっており，しめじやえの

きは長野県産のものが使用されていた。

� 重量による地産地消の割合

野菜類の重量による地産地消の割合については

表４ 月別・米飯食と非米飯食・魚介類食と非魚介類食による金額ベース自給率の比較
単位：％

４月 ７月 １０月 １月

主食の種類別 米飯食 ５３．９±２３．３ ６８．７±１８．１��
�

	

＊１ ６６．２±１５．２ ６７．１±１８．２

非米飯食 ６２．２±８．０ ４７．３±９．９ ５５．５±１４．９ ６７．３±１６．９

主菜の種類別 魚介類食 ３０．９±５３．５ ２０．０±４４．７ ０．０±０．０ ０．０±０．０

非魚介類食 ５８．１±４５．４ ５４．１±２３．６ ７１．０±２９．４ ７３．０±２５．２

１食当たり平均 ５７．６±１７．７ ６１．６±１８．６ ６１．５±１５．６ ６７．２±１６．９

*１ P＜０．０５

研 究 紀 要 第３１巻 161



図４の通りである。野菜類は献立の中に占める食

品数及び食品重量の割合が高い。野菜類の重量に

よる地産地消の割合は，４月が３４．１±３０．１％，７

月が４３．３±２７．４％，１０月が２３．９±２２．２％，１月が

１０．１±１４．０％であり，春から夏にあたる４月と７

月の平均値が有意に高かった（４月 vs．１月 p＜

０．０５，７月 vs．１０月 p＜０．０５，７月 vs．１月 p＜

０．０１）。一方，野菜類の収穫量が少なくなる冬に

あたる１月では低い値となり，日毎の値を他の月

と比べても地産地消の割合が０％である日が多

かった。４月と７月の割合が高いのは，県内産の

野菜栽培の多くが露地栽培を主流としていること

と一致していた。果実類については，７月のぶど

うと１０月のかきが１回ずつ出ていただけで県内産

表５ 食品数による地産地消の割合

４月
（n＝９）

７月
（n＝１２）

１０月
（n＝１６）

１月
（n＝１２）

日
全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

日
全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

日
全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

日
全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

１６ ９ １ １１ ２ １１ ２ １８ ２ １４ １ ７ １３ １３ １ ８

１７ １１ ２ １８ ３ １０ ０ ０ ５ １１ ２ １８ １４ １１ １ ９

２０ ９ ０ ０ ６ １２ ３ ２５ ６ １４ ４ ２９ １５ １５ ２ １３

２１ １０ ３ ３０ ７ １１ ０ ０ ７ １１ １ ９ １８ １３ １ ８

２２ １４ ２ １４ ８ １０ ２ ２０ １４ １０ １ １０ １９ ２０ １ ５

２３ ８ ０ ０ ９ １５ ２ １３ １５ １０ ２ ２０ ２０ １５ １ ７

２４ １０ １ １０ １０ １５ ３ ２０ １６ １３ １ ８ ２１ １４ ３ ２１

２７ １４ １ ７ １３ １５ １ ７ １９ １４ ３ ２１ ２２ １３ １ ８

２８ １４ ３ ２１ １４ １５ ２ １３ ２０ １２ １ ８ ２５ １８ ２ １１

１５ １２ ３ ２５ ２１ １６ １ ６ ２６ １９ ２ １１

１６ １５ ３ ２０ ２２ １３ ０ ０ ２７ １１ １ ９

１７ １２ ２ １７ ２６ １１ １ ９ ２８ １２ １ ８

２７ １５ ３ ２０

２８ １０ ２ ２０

２９ １５ ２ １３

３０ １５ ０ ０

平均 １１．０ １．４ １２．３ 平均 １２．８ １．９ １４．８ 平均 １２．８ １．６ １２．４ 平均 １４．５ １．４ ９．８

標準
偏差

２．４ １．１ ９．８
標準
偏差

２．１ １．１ ８．６
標準
偏差

２．０ １．１ ８．２
標準
偏差

３．０ ０．７ ４．１

表６ 食品数による地産地消の割合が高い食品群

肉類 きのこ類 野菜類

月
全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

全食品
数（個）

県産の
食品数
（個）

割合
（％）

４月 ６ ２ ３３ ０ ０ ０ ４２ １０ ２４

７月 １０ ０ ０ ５ １ ２０ ６４ ２１ ３３

１０月 １１ ３ ２７ ９ ４ ４４ ７２ １９ １９

１月 １０ ７ ７０ ５ ３ ６０ ７０ ９ ９

平均 ９．３ ３．０ ３２．５ ４．８ ２．０ ３１．０ ６２．０ １４．８ ２１．３

標準
偏差

２．２ ２．９ ２８．８ ３．７ １．８ ２６．４ １３．８ ６．１ １０．０
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野菜類
果実類

＊P＜0.05
＊＊P＜0.01

  1月

10月

  7月

  4月

0.0                   20.0                 40.0                  60.0                 80.0       （%）

＊

＊＊ ＊
10.110.1

0.00.0

23.923.9

6.36.3

43.343.3

8.38.3

34.134.1

0.00.0

10.1

0.0

23.9

6.3

43.3

8.3

34.1

0.0

のものはあまり使用されていなかった。これは，

県内産の果実は一般的に価格が高いことや出現頻

度の高いりんごやバナナは，比較的安価で切り分

けやすい等の作業効率がよいことがよく利用され

ていた理由と考えられる。しかし，山梨県の果実

生産は，「平成２１年産全国シェア出荷量比で，ぶ

どう２５％，もも３４％，すもも３４％といずれも全国

一位のくだもの県」９）であることから，給食への

使用をさらに増やすことが望ましいといえた。

日本の食料自給率が低下した大きな原因は，

「農業部門が非農業部門との就業者を確保する競

争に敗れたことにある。」１０）や「私たちの食生活

の変化にある。」１１）等がある。我が国の農業就業

者は，急速に高齢化し兼業農家が増え，働き手が

減り，耕作地が放棄されるようになってしまっ

た。食生活の変化では，我が国で自給可能な米の

消費が減少する一方で，畜産物や油脂類の消費量

が増大している。さらに，畜産物を生産するため

に必要な飼料は，我が国の狭い国土では十分に生

産することができない。いずれにせよ，様々な理

由により食料の調達が困難になったとき，我が国

は大きな影響を受けると考えられる。国内産の需

要がなければ日本農業はますます廃れていってし

まうといえ，積極的に国産のものや地元のものを

取り入れていこうとする姿勢は，今後も継続して

いくべきであるといえる。

今回の結果から，食料自給率を上げるには，主

食には米飯を用い，主菜には魚介類を取り入れ，

油脂を多用しない調理法を用いるといった従来か

らの日本型食生活が有効であると考えられた。ま

た，加工品であっても原産地の特定されているも

のを使用することで自給率を上げることができる

といえた。さらに，地産地消を行うことは，安

全・安心な食品の入手，子供達の地域の農産物へ

の理解，ひいては地域農産物の消費拡大という地

場産業に貢献することにもなり，更なる推進が必

要であると思われた。

Ⅳ．まとめ

春夏秋冬にあたる４月，７月，１０月，１月の幼

稚園給食の献立から，カロリーベースと金額ベー

スの食料自給率を算出し，主食と主菜の種類によ

る違いを検討した。また，地産地消の割合につい

ては，県内産食材の使用食品数および野菜と果実

については重量で検討した。結果は以下の通りで

ある。

� 各月の供給カロリー自給率は，４月が４７．４±

１５．８％，７月が４８．６±１６．４％，１０月が４８．０±１５．１％，

１月が４９．１±１５．１％であり，いずれの月も我が国

の総合食料自給率４１％，山梨県の１９％を上回って

いた。なお，季節による供給カロリー自給率に有

意な差はみられなかった。

� 主食の種類（米飯食と非米飯食）による供給

カロリー自給率の差は，４月が２６．４％，７月が

３１．６％，１０月が２６．１％，１月が２７．２％であり，い

ずれの月も米飯食の食料自給率が有意に高い結果

であった。

� 主菜の種類（魚介類食と非魚介類食）による

供給カロリー自給率の比較は，４月が１７．３％，７

月が６．４％，１０月が１６．９％，１月が１６．９％の差で，

いずれの月も魚介類食が非魚介類食を上回ってい

た。

� 同じ調理法による魚料理では，魚の種類によ

りカロリーベースの食料自給率に差がみられた。

また，同じ魚の種類では油を使う調理法で自給率

が低下していた。

� 金額ベースの食料自給率は，４月が５７．６±

１７．７％，７月が６１．６±１８．６％，１０月が６１．５±１５．６％，

１月が６７．２±１６．９％と，我が国の６５％に近い値

で，山梨県の８４％よりは低い値であった。

� 食品数による地産地消の割合は，４月が１２．３

±９．８％，７月が１４．８±８．６％，１０月が１２．４±８．２％，

１月が９．８±４．１％と全食品数の約１割が県内産の

図４ 野菜類と果実類の重量による地産地消の割合
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食品を使用していた。また，食品群の中では，肉

類３２．５±２８．８％，きのこ類３１．０±２６．４％，野菜類

２１．３±１０．０％の使用割合が高かった。

� 野菜類の重量による地産地消の割合は，４月

３４．１％，７月４３．３％，１０月２３．９％，１月１０．１％で

あった。なお，４月と１月の間，７月と１０月およ

び１月の間に有意な差がみられた。

本論文は平成２２年度大学評価・学位授与機構へ

の提出論文をもとに作成した。
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